
３．記載事例・参考事例 「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ①学校施設の規模・配置計画等の方針」の事例  

 

 
 

「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ①学校施設の規模・配置計画等の方針」の事例 

 

 

■秦野市公共施設再配置計画 

→40 年後の公共施設のイメージを提示 

 

・公共施設の再配置を効果的に進めるために，全市的，総合的な視点から，施設や設備等の共用に 

よる多目的な利用の可能性や効果について検討し，柔軟性を持った施設活用による多機能化を進 

めるとしている。 

・また，優先順位の低い施設については，原則的に統廃合の対象とすることや，公民館の総合的な 

施設への移行と連携して，学校教育に支障のない範囲で学校開放事業の取組みを拡充し，地域施 

設としての利活用に取り組むこととしている。 

・その上で，40 年後の将来に想定されるエリア毎の施設集約のイメージを提示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来イメージ（本町地区）】 

 

※本計画は，施設の長寿命化という観点から策定された計画ではないが，学校の複合化等について記載

している事例として参考までに示したものである。  

参考事例 

　方針の期間内(2050(H62)年まで)に更新時期を迎えない(2051(H63)
年以降に更新時期到来)施設(建替えは現時点では未定)

　方針の期間内(2050(H62)年まで)に更新時期を迎え、建替えを予定
する施設

　第1期基本計画の期間内(2020(H32)年まで)に耐用年数に達する施設
又は耐震性の不足する施設

　方針の期間内(2050(H62)年まで)に耐用年数に達する施設

　方針の期間内(2050(H62)年まで)に更新時期を迎えるが、現時点で
は統廃合を予定する施設

凡　　　　　例

　公設公営ではない施設

　方針の期間内(2050(H62)年まで)に耐用年数に達する施設のうち、
2009(H21)年4月1日時点で築30年以上の施設
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を想定している施設

　2051(H63)年以降、コミュニティの拠点に加わる施設(機能)

　公民連携による機能維持・財産の活用を検討

　施設の機能を別の同様な機能の施設で吸収

　小・中学校を拠点として新しく建設する複合施設で機能を吸収

　既存施設の有効活用により近隣施設の機能を補完

　第1期基本計画の期間内(2020(H32)年まで)に取り組む事項

　地域への譲渡又は地域での建替えによる開放型自治会館への機能変
更を支援

　方針に基づく将来の方向性
　(現時点で決定しているものでありません。)
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３．記載事例・参考事例 「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ②改修等の基本的な方針」の事例 

 

 
 

「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ②改修等の基本的な方針」の事例 

 

 

■川崎市学校施設長期保全計画  

 →全ての学校を長寿命化する方針を明確化 

 

・改修等の基本的な方針について,「３．２．１ 長期保全計画に基づく取組」において，示している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・また，築年数により，それぞれの学校を３つのグループに分類し，グループごとに整備メニュー 

を設定し，計画的に予防保全及び再生整備を実施することとしている。グループ化の考え方及び 

各グループの整備メニュー及び実施時期は下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再生整備や予防保全により，内外装改修や設備改修などの老朽化対策，内装の木質化やトイ

レの快適化などの教育環境の質的向上，断熱化や太陽光発電設備の設置などの環境対策を計画

的に実施し，より多くの学校の教育環境を早期かつ効率的に改善するとともに，長寿命化を推

進し，財政支出の縮減と平準化を図ります。  

また，学校体育館については，避難場所の中心的な役割を果たすことから，総合的な防災機

能を備えた体育館として改修を基本に整備を推進するとともに，適切な維持保全が未実施のた

め，屋上防水，外壁や受水槽等の劣化度合いが高く，安全性が低下した施設についても老朽化

対策を計画的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長期保全計画に基づく取組】 

 

グループ化の考え方  

計画的に長寿命化を実現するためには，適切な時期に適切な保全を行うことが重要です。 

本市では，計画的に保全を行うために築年数により，それぞれの学校を３つのグループに分類

します。最も古い棟の築年数をもって当該学校の築年数とします。  

また，同一校であっても校舎と体育館（屋内運動場）は整備時期が異なるため，それぞれ 

を分けて考えることとします。 

 

［Ａグループ：築年数 20年以下］   

 ►建築後 20 年から計画的に予防保全を実施する学校  

［Ｂグループ：築年数 21年～30 年］  

 ►建築後 30 年，40年目及び 50 年目に段階的に再生整備による老朽化対策・機能向上を 

行ったのち，計画的に予防保全を実施する学校  

［Ｃグループ：築年数 31年以上］   

  ►建築後 40年及び 50年目に再生整備による老朽化対策・機能向上を行ったのち，計画的 

に予防保全を実施する学校 

 

記載事例 
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３．記載事例・参考事例 「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ②改修等の基本的な方針」の事例 

 

 
 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Ｂグループ・Ｃグループの校舎及びＡ～Ｃグループの体育館についても，同様に，整備メニュー 

と整備実施方針を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

各グループの整備メニューと整備実施方針 

校舎 

（１）Ａグループ 

築年数が 20 年以下の校舎については，今後，適切と判断される時期に適切な整備メニュー

のもと実施していきます。長寿命化を見据え，建築後 20 年を目処に予防保全を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ａグループの整備実施時期】※費用は 6,000 ㎡の学校を想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ａグループの整備メニュー】 

 

項目 整備メニュー

校舎予防保全① 防水・外壁改修・内装補修・電気設備改修・エレベータ改修等

校舎予防保全②
防水・外壁改修・トイレ改修・電気設備改修・エレベータ改修等
内装改修・断熱化等

校舎設備予防保全
給排水衛生設備改修・空調設備改修・受変電設備改修
給食室改修・プール更新等
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３．記載事例・参考事例 「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ②改修等の基本的な方針」の事例 

 

 
 

 

 

 

■名古屋市アセットマネジメント推進プラン 

→リニューアル改修と計画保全による長寿命化 

 

 ・「第３章 ２（１）経費の抑制と平準化」において，改修等の基本的な方針をに示している。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市設建築物の大部分を占める鉄筋コンクリート造の建物は，一般的に構造体の耐用年数は

60～65 年といわれていますが，本市の行った構造体耐久性調査ではさらに長い期間期待でき

るものがあることがわかりました（【構造体耐久性調査の結果（平成 22 年度までの調査）】参

照）。 

今後は原則として，改築に替えて構造体の耐用年数まで使うことを目標に，リニューアル改

修などの手法によって機能を向上または回復させることにより長寿命化を進め，財政負担の抑

制と平準化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性能劣化と社会的要求水準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【構造体耐久性調査の結果（平成 22 年度までの調査）】 

 

 

リニューアル改修 

リニューアル改修は改築の代替となるもので，概ね築 40年程度の時期に以後 40年程度の使

用を目標とした改修を行います。  

建物の構造体を残して，内外装の改修，設備機器の更新，間取りの変更などを行い，現在の

社会的要求水準を満たすように整備するものです。 

構造体の寿命に比べて，設備機器や内外装などは概ね 20～30 年程度が標準的な更新年数で

あり，適切な時期に更新をしていきます。また，設備機器や内外装などの更新時期が概ね重な

る時期にリニューアル改修として，まとめて更新・改修を行うことが効率的です。 

 

記載事例 
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３．記載事例・参考事例 「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ②改修等の基本的な方針」の事例 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「応急保全項目」については，本手引 P.64 に掲載している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（凡例）R改修：リニューアル改修    セミ R：セミリニューアル改修  

        ●：全面改修または更新   ○：オーバーホール   △：一部修繕 

【建物寿命 80年とした場合の長寿命化の例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長寿命化した場合の施設整備費の抑制効果】 

 

セミリニューアル改修 

セミリニューアル改修は構造体の残りの寿命が 20年程度の場合または建設当初からの社会

的要求水準の変化が少なく，現状との機能の差が小さい場合に機能回復を主な目的とし，内外

装や設備機器の部分的な更新・改修をまとめて整備するものです。  

例えば，学校で行ってきた大規模な改修（大規模改造事業：概ね築 20～25 年程度を経過し

た時点で，校舎の経年劣化に対する修繕及びその時点での教育環境に対応するために行う改

修）に設備の更新を加えたものが概ねこれにあたります。 

 

計画保全 

建物の機能と性能を維持しつつ，良好な状態で施設を運営し，サービスを提供するためには，

時間とともに各所で進む劣化や故障が他の箇所に影響を及ぼす前に計画的・予防的に改修また

は更新を行う計画保全が効果的です。  

従来，一般施設では劣化による故障の度に必要な修繕や改修が行われてきました。今後は新

築，改築及びリニューアル改修など一定の施設整備がされたものについては長期保全計画を作

成し，計画保全に努めます。 

計画保全の対象は，（中略）応急保全項目として掲げた事項とし，標準的な改修･更新年数で

予防的に改修または更新します。（内装や軽微な設備については従来通り，必要の都度，修繕，

改修するものとします。） 
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３．記載事例・参考事例 「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ②改修等の基本的な方針」の事例 

 

 
 

 

 

 

■神奈川県川崎市の目標使用年数の設定例 

 

・「建築物の耐久計画に関する考え方」（社団法人日本建築学会，昭和 63 年）の「中性化深さに 

基づく耐用年数の推定方法の例」に基づき，目標使用年数を 80年と設定している。 

 

・鉄筋コンクリート造躯体の推定耐用年数（Y）は，鉄筋の防錆処理を行わない通常の建物の場合， 

次の式によって求めることとされている。 

  

Ｙ＝ＹＳ×Ａ×Ｂ×Ｃ×Ｄ×Ｅ×Ｆ×Ｇ×Ｈ  

65×1.0×1.0×1.0×056×1.5×1.5×1.0×1.0＝81.9≒82 年  

 

Ｙ：目標耐用年数 

 

ＹＳ＝標準耐用年数（65年）  

→一般の区分の供用限界期間（65年）とした。 

  

Ａ：コンクリート種類 普通コンクリート＝1.0 軽量コンクリート＝0.95  

→既存建物の状況より普通コンクリート（1.0）とした。  

 

Ｂ：セメント種類 ポルトランドセメント＝1.0 高炉セメントＡ＝0.85 高炉セメントＢ＝0.8  

→既存建物の状況よりポルトランドセメント（1.0）とした。  

 

Ｃ：水セメント比 65％＝1.0 60％＝1.2 55％＝1.5  

→既存建物の状況より 65％（1.0）とした。  

 

Ｄ：被り厚さ  20 ㎜＝0.25 30 ㎜＝0.56 40 ㎜＝1.0 50 ㎜＝1.56  

→既存建物の状況より 30㎜（0.56）とした。  

 

Ｅ：外壁仕上げ材 無＝0.5 複層塗材＝1.0 モルタル 15 ㎜以上＝1.5 タイル＝3.0  

→古い建物はモルタルのうえ複層塗材で，又比較的新しい建物は，コンクリートの打ち増し 15～ 

20mm しているので同等と考えた（1.5）。  

 

Ｆ：コンクリートの施工状況 通常の施工＝1.0 入念な施工＝1.5  

→市監督員が適切な現場監理を実施していることから，入念な施工（1.5）とした。  

 

Ｇ：建物維持保全の程度 劣化後も補修しない＝0.5 劣化部分を補修する＝1.0  

→既存建物の事後保全を実施しており劣化部分を補修する（1.0）とした。  

 

Ｈ：地域 一般＝1.0 凍結融解を受ける地域＝0.9 海岸＝0.8 

→一般（1.0）とした。 

   
  

参考事例 
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３．記載事例・参考事例 「２．（４）学校施設整備の基本的な方針等 ②改修等の基本的な方針」の事例 

 

 
 

 

 

 

■愛知県西尾市の目標使用年数の設定例 

 

・建築後３０年以上経過した鉄筋コンクリート造１１９棟の物理的（構造的）耐用年数の調査を行い， 

この調査結果から，３０年以上経過した構造体の劣化の程度でも法定耐用年数を超えて使用（＝長 

寿命化）できる建物が多かったことが判明（物理的耐用年数が８０年以上と判断される建物が約 

５８．８％，７０年以上が約１６．８％，６０年以上が約１６％だった）。 

 

・調査結果や，建物の構造別に目標耐用年数が示されている「建築物の耐久計画に関する考え方」 

（社団法人日本建築学会，昭和６３年）を総合的に勘案し，この目標耐用年数を準用することとした。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【社団法人日本建築学会が定めた主な建物の目標耐用年数表】 

 

 

 

  

参考事例 

 耐用年数 

鉄骨鉄筋コンクリート造（略称：ＳＲＣ）
鉄筋コンクリート造（略称：ＲＣ）

普通品質
プレキャストコンクリート工
法等

８０年

重量鉄骨造 ８０年

年軽量鉄骨造  ５０年 

普通品質  ８０年 

倉庫等の簡易建築物  ５０年 

５０年

鉄骨造（略称：Ｓ） 

コンクリートブロック造（略称：ＣＢ） 

木造（略称：Ｗ） 

建　  物  　の 　 構 　 造
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３．記載事例・参考事例 「２．（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 ①改修等の整備水準」の事例  

 

 
 

「２．（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 ①改修等の整備水準」の事例 

 

 

■立川市公共施設保全計画 

 →各部位，スペース毎の改修の整備レベルの設定 

 

 ・「第６章 ３．学校施設（小学校，中学校）の改善計画」において，今後の改修等による整備 

水準等を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建替え・大規模改修時の整備レベルの設定 

➢建物の基本的性能の向上を図るとともに，省エネ化やバリアフリー，防災などの機能を向上

させる必要があります。 

➢屋上，外壁，外部開口部は，断熱化を図り建物としての基本的性能を向上させます。 

➢設備は，省エネ化が図れる高効率型の設備機器の導入を図ります。 

➢各部位，スペースごとの改修の整備レベルを以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載事例 
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３．記載事例・参考事例 「２．（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 ①改修等の整備水準」の事例  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改善計画による効果 

➢すべてＡグレードの整備レベルを設定するとコストが高くなります。そのため，少ないコス

トで大きな効果が得られるよう設定しています。 

➢省エネ化・低炭素化等に関する改修レベルを設定し，建物性能の向上を図り，大規模改修す

る場合（改修案１）と現状の整備レベルにより大規模改修を実施する場合（改修案２）のそれ

ぞれのコストを比較します。 

➢省エネ等の性能向上を図った場合と，現状の整備レベルに合わせて改修を行った場合のコス

ト試算結果は，２５年間で改修費の増加と光熱水費の削減を合わせて，差し引き４.２％（6,400

万円）の増加となります。 

➢学校はもともと光熱水費の少ない施設であり，建物の省エネ化自体の効果は限られますが，

環境への配慮や建物寿命の延命化，生活・教育環境向上に対応する必要があります。 

環境配慮や CO2 の削減，断熱による居住環境の向上や結露防止による躯体の長寿命化をはか

るため，今後は改修案１により大規模改修を実施するものとします。 
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３．記載事例・参考事例 「２．（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 ②維持管理の項目・手法等」の事例  

 

 
 

「２．（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 ②維持管理の項目・手法等」の事例  

 

 

■調布市公共建築物維持保全計画 

→部位毎に計画更新年数及び保全の分類を設定 

 

 ・「第３章 ５公共建築物維持保全整備方針」において,維持管理の手法を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・また，部位毎の計画更新年数と保全分類の設定にあたっては，「建築物のライフサイクルコスト」 

（財団法人建築保全センター，平成 17 年）や東京都財務局が示す「修繕・更新計画標」を参考に， 

施工上の仕様や仕様部材の材質等を踏まえ設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

必要な予防保全を基本とし，部位ごとの計画更新年数に基づき，建築や最終改修からの経過

年数及び部位の劣化状況に応じて，周期的に改修を行うものとします。  

公共建築物及び建築物に付随する設備は，部位ごとに定めた計画更新年数に基づき，建築や

最終改修からの経過年数や部位の劣化状況に応じて，周期的に改修を行うものとします。  

  また，公共建築物の機能を長期にわたり最大限発揮できるように，経年劣化による建築物へ

の影響が大きい部位については計画的な予防保全を基本とし，経年による機能的な劣化が少な

いと考えられる部位（内装等）については，事後保全として必要に応じて，その都度，改修す

るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【部位毎の計画更新年数及び保全の分類】 

 

記載事例 

時間計画保全とすべき ◎

時間計画保全が望ましい ○

事後保全で構わない ●

部位 計画更新年数 部位 保全 計画更新年数

構造躯体（RC） 65年 構造躯体（RC） 65年

屋上防水 ◎ 20年 屋上防水 ◎ 20年

外壁 ○ 15年 外壁 ○ 20年

外部建具 ○ 30年 受変電設備 ◎ 25年

給排水・衛生 ○ 25年 電気設備 ● 20年

空調 ○ 15年 受水槽 ○ 20年

受変電設備 ◎ 25年 高置水槽 ○ 20年

電気設備 ● 20年 給排水・衛生 ○ 25年

内装 ● 20年 空調 ○ 15年

防災設備 ○ 20年

内装 ● 20年

部位 保全 計画更新年数

構造躯体（RC） 65年

屋根 ◎ 20年 部位 保全 計画更新年数

外壁 ○ 20年 構造躯体（RC） 65年

照明 ● － 水槽 15年

床 ● － ろ過機 20年

内部 ● －

部位 保全 計画更新年数 部位 保全 計画更新年数

給食設備 ● 20年 校庭 ● －

小荷物昇降機 ● 20年 散水設備・消火栓 ● －

学校施設（プール）

学校施設（校舎）

学校施設（校庭）

学校以外施設

学校施設（給食室）

学校施設（体育館）
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３．記載事例・参考事例 「２．（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 ②維持管理の項目・手法等」の事例  

 

 
 

 

 

 

■名古屋市アセットマネジメント推進プラン 

→「応急保全」の実施及び「計画保全」への移行 

 

・P.57 に掲載したとおり，今後，施設の維持保全に関して，不具合が発生する前に予防的に修繕・ 

更新等を行う計画保全に移行することとしている。 

・「第３章 ２（１）経費の抑制と平準化」において，維持管理の項目及び手法を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

これまで一般施設では，劣化や故障が起きてからの対応が中心であったため，築年数の古い

施設では標準的な更新年数をかなり経過した設備などもあります。まずは，これらの施設に対

して施設を安全な状態で維持し，サービスを継続的に提供するために必要な最小限度の保全

（以下，「応急保全」という。）を図り，その後に計画保全へ移行していきます。  

応急保全は，原則として建物の老朽化や設備機器の劣化に対し，建設当初の施設機能の維持

を目的として行います。対象となる部位や設備機器は，施設の安全性（外壁タイルの落下，防

災設備の故障など利用者の安全の確保）や長期的な施設の利活用（劣化を放置することにより

将来的な補修費の増大を招くもの，施設運営に重大な支障をきたすもの）の視点から図表 

3-12※の通り整理します。 

 ※図表 3-12…下記【応急保全項目】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （参考）標準的な改修・更新周期：「建築物のライフサイクルコスト（(財)建築保全センター）」 

 

【応急保全項目】 

 

記載事例 
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